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アジア経済研究所　賛助会�
個人利用会員�
入会のご案内�

1.　出版物・資料の送付�

2.　講演会，セミナーのご案内�

3.　各種料金の割引�

各種講演会，夏期公開講座，国際シンポジウムなどの参加ご案内を優先的に

お送りします。�

（1）　アジア経済研究所の出版物（１割引）�

（2）　講演会，セミナーなどの受講料�

（3）　図書館内のコピー料金（図書，マイクロフィルムなどの各種資料）�

※定期刊行物は除く�

※例 5,000 円→ 3,000 円�

�

※例 A 4/30 円→ 20 円�

お問い合わせ・お申し込み�

日本貿易振興機構　アジア経済研究所�
研究支援部　成果普及課（賛助会担当）�

〒 261－8545  千葉市美浜区若葉 3－2－2�
TEL：043(299)9536／FAX：043(299)9726／E－mail:info@ide.go.jp

　日本貿易振興機構アジア経済研究所は，開発途上国・地域の経済，政治，社会

等についての調査研究に関わる活動成果を広く普及することを目的に「アジア経

済研究所・賛助会員制度」を設けております。�

　賛助会員のうち，本研究所をご利用いただく個人を対象とした「個人利用会員

制度」を準会員の一つとして設けております。�

�

　入会資格：研究所の事業活動をご支援，ご賛助下さる個人（18 歳以上で，日本

国内に住所を有する方）�

　会　　費：一口（年額）10,000 円�

※会費につきましては，前納一括払いでお願いいたします。�
　10月以降にご入金の方は，その年度に限り5,000円となります。�
�

�

個人利用会員特典�

・ アジ研ワールド･トレンド（月刊）：発展途上国の明日を展望する分析情報誌�

・ アジア経済研究所年報�

・ 出版目録�


